
■目的
在留外国人が在留手続、雇用、医療、福祉、出産・子育て、こどもの

教育等の生活に係る適切な情報や相談場所に迅速に到達することができ
るよう、情報提供・相談を多言語で行う一元的相談窓口の設置・運営に
取り組む地方公共団体を支援し、多文化共生社会の実現に資することを
目的とする。

概要

■交付対象
・全ての都道府県及び市町村（特別区を含む）
・複数地方公共団体による「共同方式」も交付対象

区分 外国人住民数 交付限度額

都道府県 － 1,000万円

市町村

5,000人以上 1,000万円

1,000人～4,999人 500万円

500人～999人 300万円

500人未満 200万円

区分 内容 交付率

整備事業
新たな一元的相談窓口体制の構
築又は体制の拡充に必要な経費

必要経費の10分の10

運営事業
一元的相談窓口体制の維持・運
営に必要な経費

必要経費の2分の1
（※）

※ 運営事業の地方公共団体負担分については、地方公共団体の財政運営に
支障が生じないよう地方交付税措置を講ずることとされています。

■交付限度額（整備事業・運営事業共通）

■交付率

令和７年度外国人受入環境整備交付金の概要について
令和７年度政府予算 １０億円

事業スキーム

令和７年度の主な取組

■一日当たりの相談件数を基として人件費限度額を設定し、それを超え
る申請分については交付しないこととする。

※多言語対応経費：電話通訳サービスの委託経費など、通訳支援事業と同種
の事業経費

出入国在留管理庁
（法務省）

都道府県
市町村

一元的相談窓口
（直接運営・民間への委託等）

申請

ＮＰＯ法人等
民間支援団体 等

他省庁出先機関
（労働局等）

法テラス
弁護士会

外国人受入れ機関
（企業，日本語学校等）

在
留
外
国
人
等

地方出入国
在留管理局

交付

適宜連携

相談

情報提供

設置
運営

受入環境調整担当官の相談員としての派遣，
相談員向け研修の実施，相談事例の共有等により支援

■外国人住民数が5,000人未満の市町村の一元的相談窓口における多言
語経費については、国の通訳支援事業を活用することにより交付対象外
とする。


